韓国における外国人労働者政策展開の焦点と多文化社会の模索 by 盧 相永 & Sang Young Noh
19
Preface
　This paper proposes that there is to examine the Foreign Workers Policy and The 
multiculturalism that the Korean government is advancing today.
　（This proposition takes into the framework focus on foreign workers on gender study 
policy in South of Korea.）
　The Korean government has introduced cheap manpower to supplement the labor 
shortage in the manufacturing field since the end of the 1980s. However, their very bad 
working environments and the question of the human rights have been coming to light 
gradually as a social problem. On the order hand, to improve the global competitiveness 
of the IT industry etc. in the advanced science and high technology field, the Korean 
government is offering various policy to 3D migrant workers, and is advancing the 
policy of pressing setting down to the foreigner who has a high academic background.
　In addition, the Korean society has experienced an unprecedented diversity of the 
population now under a new situation like the ethnic Korean’s inflow and an increase 
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accounts for about 2.20 percent of the population at large now. Such a situation breaks 
an existing, old sense of values over the people and the race from the basis. And, The 
Korean government maintains the system because of symbiosis with the foreigner, and 
is advancing the integrated multicultural policy in the education and the human rights 
field. First, the Korean government improves the working environment and the human 
rights situation to 3D foreign worker, and supports it so that the marriage migrant may 
adjust easily to the Korean society. Second, political participation as the local populace is 
requested by giving the foreigner who has resided for a certain period the referendum 
right and voting rights in local elections. Third, the government supports the education 
to foreigner children who have various cultural contexts on the school, and promote the 
understanding of multiculturalism.
　The integrated multicultural policy of Korea just started now. These polices have 
progressed while repeating the trial and error. There are developments of democracy in 
the Korean society and the local populace’s autonomy consideration in the background.
To develop it more, the national consensus on a multicultural policy is necessary. And, 
the foreigners themselves should have consciousness as the member in the Korean 











































1 ） 外国人政策本部 2011 年 7 月대통령자문정책위원회『2004 년정책기획과제』，大統領諮問政






















































































































































































訪問就業 在外同胞 訪問同胞 その他
計 477,029 286,586 84,912 32,205 52,634
出典）법무부『출입국・외국인정책통계월보』（法務部『出入国・外国人統計月報』2010年 6 月号）
　一方，韓国政府は2007年から朝鮮族に対するさらなる緩和措置として「訪問就業制度」































年　度 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
人　数 34,710 44,416 570,69 75,011 93,786 110,362 122552 124,432 141,654










































































































































出した，「国家人権政策基本計画勧告案」（NAP：National Action Plan for the Promotion 



































































法律第 2 条に定めてあるように，「在韓処遇基本法」第 2 条・ 3 条の国際結婚移民者と，
韓国の「国籍法」第 2 条から 4 条までの規定による大韓民国籍を取得した家族を指す。と
ころが最近の一部の法改定により，今までは出生時から韓国人の人と外国人の夫婦関係，
または韓国人と韓国籍に帰化した者による家族に多文化家族の範囲であったものが，2011





































2 ～ 3 人態勢で大勢の外国人を相手にしないといけない現実もある。そもそも多文化セ
ンターではなにをするところか。主な役割としては，外国人に言葉のサービスから，仕事
探しの情報提供・子供の発達支援と言語教育，または児童保育の援助や家庭訪問による生
活実態把握などがある。
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　このように韓国の「多文化支援法」は，制度としては様々な政策やサービスを含んでい
るものの，社会政策としては政策の数の増加にとどまっている。
　（ 3）多文化社会への模索
　2007年の基本法施行に伴い，近年韓国では「内向的国際化」を掲げる自治体も登場し始
めている。背景には，「国際化」というのが基本的には国家間関係の広がりを意味したも
のから，グローバル化の展開とともに地方自治体間や企業間，個人間の関係へと細密化し
ているとの認識があった。そして，地方は生き残りをかけた生存戦略としてのみならず，
国家の競争力を高める主体としてより積極的に「地方の国際化」を進めていくべきとする
考え方である 27）。しかし，その具体的内容においては，各種表示の英語化や案内冊子の作成，
外国人住民の福祉支援事業の展開，青少年の英語教育を通した住民の国際化力量の向上の
ほかにも，地域文化の世界遺産登録などが目標に掲げられている。これらは中国や東南ア
ジア出身の外国人住民が圧倒的に多いなかで，真に彼らとともに生きるための政策という
よりは，外国人観光客の誘致や行政施設の開発といった外向けの環境整備が主であるとい
う自己矛盾に陥っているといわざるを得ない。その対象も多くは合法的滞在者に向けられ，
非正規滞在者に対しては相変わらずNPOやNGOなどの人権・市民団体に依存するケース
が多い。「内向的国際化」はいまだ地域の実状にそった形で真に内容をともなっていると
はいえないのである。
　このように，今日の韓国社会では外国人居住者の急増という現実を受けて中央政府のみ
ならず地方自治体を中心に多文化主義に向けた政策的試みが多くなされるようになった。
しかし，外国人支援事業の多くは社会適応教育としての韓国語教育や韓国料理・文化講習，
伝統文化体験などに偏っている。さらに，外国人子女の多い地方における「多文化教育」
の実践の場においても，多くが国際理解教育の段階（外国文化・言語の紹介など）にとど
まっており，「多文化主義」が一人歩きしている感が否めない 28）。
　こうしたなかで，もっとも大きな変化を見せているのは教育の分野であろう。近年，結
婚移住者の人権状況とともに社会的関心事となったのは，その間で生まれた子どもの学習
障害や未就学の問題である。実際に，2006年の調査では学齢期外国人児童の就学率は約６
割程度に過ぎず，非正規滞在者の子女に至っては5.9％と 1 割にも満たないことが明らか
27） 육동일『지방자치시대내향적국제회화의방향과과제』（ユク　ドンイル，『地方自治時代内
向的国際化の方向と課題』，韓国地方自治団体国際化財団，2007年）。
28） 韓国の地域レベルでの外国人政策の実践については，渡戸一郎「＜研究ノート＞韓国にお
ける外国人政策の転換と多文化主義政策の展開―ソウル近郊外国人集注都市の事例から」，
明星大学社会学研究紀要No.28 （March 2008）73–93貢参照。
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になった。このような状況をうけて教育人的資源部は，「ワード選手の訪問前まで，国際
結婚家庭の子女に対する官・民の関心はほとんど皆無に等しかった」と自己反省を行った
上で，「多文化家庭子女教育支援対策」を打ち出した 29）。その背景にあったのは，国際結婚
や外国人労働者の間で生まれた子どもたちが韓国語の未熟な母親とともに生活することに
よって，学習障害やいじめなどに苦しみ，学校によっては入学を拒否する場合があるなど，
その対策が緊急であるとの認識であった。そのような児童に対する支援策としては，「放
課後学校」プログラムなどを開設して学習支援を行うことが決められた。さらに，教育人
的資源部は，非正規滞在者の子女に関しても，その父母が追跡調査による取り締まりや強
制退去を恐れて子どもの入学をためらう傾向があると判断し，人道的観点から児童の追跡
調査をしないことを旨とした合意を法務部との間で取り付けた。
　このような教育人的資源部の取り組みは外国人子女の就学率の向上という形で着実な成
果を見せつつある。特記すべきは「多文化家庭子女教育支援対策」において示された多文
化主義に対する理解であろう。そこでは，多文化主義を「民族中心主義に反対する概念
で，一つの国家・社会のなかに存在する違う文化の存在やその独自性を認める立場」と定
義し，その政策ビジョンにおいても韓国社会を「文化民主的統合」（Cultural Democratic 
Integration）と「文化的溶解の場」（Cultural Melting Pot）へと転換させることを掲げた。
多文化主義に対するこのような理解および政策方針は，前記の基本法よりはるかに踏み込
んだものとなったが，さらに注目すべきことに，教育人的資源部は初等中等教育課程の教
科書に記述されている「われわれは世界でも珍しい単一民族国家」とした内容の「削除を
検討」し，多人種・多文化社会であることを認める方向で大幅な改編を行う旨を明らかに
したことである 30）。よく知られているように，韓国の教科書は「韓民族」を中心に据えた
「国民」教育の性格が色濃く残っている。「単一民族国家」はその中心概念の一つであった。
したがって，その旗印を降ろすというのは，否応なく進みつつある社会の多様化という現
実を反映すると同時に，「多文化社会」へと大きく舵を切ろうとする政府の政策的意思を
表した驚くべき変化といわざるをえない。
　とりわけ教育分野におけるこのような方針には，中央政府や地方自治体が国際競争力や
地域活性化を重視したあまり，生活者としての外国人の立場を軽視しがちであるのに対し
29） 교욱인적자원부『다문화가정교욱지원대책』（教育人的資源部『多文化家庭支援対策』（2006年
5 月）参照。 「多文化家庭」とは，韓国人の父母がらなる一般的な韓国人とは違う民族・文化
背景を持った人々により構成された家庭を指している。そもそもは市民団体である「健康
家庭市民連帯」が使用を広めたことがはじまりとされ，以後社会的に定着していった。なお，
2006年現在小・中・高等学校に在学する国際結婚による子女は約 8 千人に達している。
30）教育人的資源部，前掲書。
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て，日々の現場で外国人子どもの増加やそこから波及するさまざまな問題に対処していか
ざるを得ない行政なりの苦悩が表れているといえる。しかし，中央と地方，一般の社会と
教育分野において多文化社会への理解が必ずしも一致しているとはいえない現状において，
それらが常に整合性を持った政策として進められているわけではない。今後，教育現場に
おける多文化主義への試みがどのように実践されていくのか注目していく必要があろう。
おわりに
　韓国において外国人の人権をめぐる制度的拡充は，主に 3 Ｋ労働に従事する外国人労働
者の労働環境を改善して基本的な生存権を保障するという人道的な側面から始まった。し
かし，それは次第に少子高齢化による国内経済人口の減少を補い，先端科学技術分野の国
際競争力を確保する手段としての環境整備という性格を帯びるようになった。韓国政府は
前者には循環型を，後者には定住型を積極的に促しており，その意味で人権政策と経済政
策は密接なつながりをもって展開したといえる。
　ところが，不法滞在者の増加を含めた外国人労働者の長期居住の傾向や国際結婚の増加
による韓国社会の急激な構造変動は，伝統的な「単一民族国家」像を大きく揺り動かす原
動力となった。単なる外国人政策や経済政策を超えた，社会の多様性を前提としたより長
期的な展望が求められるようになったのである。長期居住外国人や結婚移住者を地域の
「住民」として位置づけ，住民投票権や地方参政権を与える方向へと転換したのは，その
ような文脈で理解することができよう。
　しかし，「単一民族国家」の先にあるべき社会像に関して必ずしも社会共通の理解が形
成されているわけではない。社会統合および多文化社会へ向けた韓国政府のさまざまな試
みは，国際的競争力維持や社会的変化に対応するための政策的必然性から選び出された側
面が大きい。さらに，中央と地方，あるいは各行政機関など多文化社会を進める主体の間
にも整合性や一貫性に乏しい状況が浮き彫りになった。その目的においても，真の意味の
多文化の共生よりも国民国家の維持・発展に主眼が置かれる場合が多い。しばらく韓国に
おいて多文化政策はナショナリズムとの間を行き来しながら，ときには後者を強化する方
向へと作用しかねない要素をもっているといわざるを得ない 31）。また多文化家庭支援法で
31） 韓国では国籍離脱及び喪失者が帰化や国籍回復者より多い，慢性的な人口純流出の現象が
続いている状況を受けて，2009年 2 月に従来内国民だけが持っていた国政選挙投票権を海
外居住の韓国人にも与えることを盛り込んだ公職選挙法改定案を賛成多数で可決した。そ
の背景としては，彼らに韓国社会のメンバーとしての自覚を促して優秀な人材をつなぎと
めておきたいという政策的な思惑が働いており，統合政策の外延的拡大といえる。
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注目すべき点は，法律として両性平等をかかげているものの，実際はそこまで現実は至っ
てない。例えば外国人女性移住者と関連して，政策的な側面で考えると，韓国政府関係者
及び政策推進者は，主に政策の数増やしに関心が集まる傾向が強い。すなわち女性に対す
る政策の存在意義及びジェンダー関係における健全な営みに関しては，認知不足や試行錯
誤が大きく，それは結局外国人女性移住者のジェンダー政策の不平等に繋がる危険性があ
る。それは単なる国家政策のなかで，外国人女性移住者がどのような形で可視化（Visible）
されるという次元ではなく，政策を通して女性と男性の関係（gender relations）が国家に
よって，どのように規定されて，また統合されていくということに注目しなければならな
い。特に伝統的な儒教理念が強い韓国社会では，国家と家庭の構図で考察してみると，韓
国社会で（gender culture）ジェンダー文化は儒教的な伝統から自由になれない側面があ
る。これは女性は家庭に依存される側にあり，逆に国に依存する度合が低くなるというこ
とを意味する。いわば国家責任の最小化と私的責任の最大化である。これは女性の責任の
極大化である。さらに私的な領域での外国人女性移住者の社会的な地位と役割が，ジェン
ダーに及ぶ影響は女性の商品化に直結することになる。例えば国際結婚の仲介業である。
　韓国において外国人の人権保障をめぐる政策がまがりなりにも発展した背景には，80年
代以降の民主主義の発展とこれと関連した地域住民の主体としての自覚の向上，そして
NGOやNPOなど市民団体の存在が大きかった。それらを考慮に入れると，今後住民投票
権や地方参政権などより広がった政治空間のなかで，外国人住民が韓国社会の主体として
自らの声を反映させるための運動を展開する可能性も大きいであろう。むしろ真の多文化
社会の成熟はマジョリティーの一方的な「寛容」によるものではなく，そのような相互作
用のなかでもたらされるものと考える。
 행정안전부보도자료「국내거소신고재외국민투표권부여등주민참여확대」（行政安全部報
道資料「国内居所申告在外国民投票権付与および住民参与拡大― 『住民投票法』一部改定法
律公公布/施工」（2009年 2 月12日）。有資格者は永住権保持者と一時居住者を合わせ，計約
240万人にのぼる。
